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大気上端に入射した短波長放射（SWR） のうち約半分は地表面で吸収され、約20%は大気に吸収される。残りの約30%は、雲やエアロゾルに反射されて、宇
宙に放出される。地上、大気で吸収されたエネルギーは、長波長放射（LWR）として放出される。地表面から放出されたLWR は、大気中で水蒸気、二酸化炭素
等の温室効果ガス、エアロゾル等に吸収され、気温を変化させて、全方向にLWRを再放出する。下向きに放出されたLWR は大気下層と地表面を加熱する。
LWR の放出、吸収を繰り返し、温室効果ガスが無い場合より地表と対流圏の温度が高い状態で、宇宙に放射される長波長放射（OLR）の量が大気・地表に吸

収されたSWR と釣り合うことで、気候システムのエネルギーバランスが維持される。急速な人為起源の温室効果ガスの増加により、現在は太陽光入射と
OLR がわずかにバランスしておらず、約0.6W/m2 の入射超過になっており、気候システムが温暖化していっている。



IPCC第5次報告書 2014年公表された
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平均気温が1.5℃あがっても影響は大きいが、３℃を超えると
影響が深刻になる！





２℃以内に抑えるためのシナリオ（RCP2.5）
（青線）によると、温室効果ガスの累積排出量
を３兆トンに抑える必要があり、
残る余裕は１兆トンしかない



今の割合でいくと、2030年にも平均気温上昇は１．５℃に達する。大きく超えない
ためには、2050年に世界の温室効果ガスが、実質、排出ゼロになっていることが
必要。



九州付近の海面の温度が100年で1度以上あがった！



今世紀末の２０年、大分県では、
冬の最高気温は、２０世紀末よりも
4.7℃、最低気温が4.5℃上昇する。

対策をとらない場合には！！



真夏日は、年６０日増える 猛暑日は、年２８日増える









CO2以外の温室効果ガス
は、温室効果の割合が高い
ので、それをCO2に換算して
表示している。



実際に排出しているのは発電所などだが
電気などを使っている人が排出したもの
としたのが、間接排出

運輸部門では直接燃料を使っている自動車
の影響が大きいことがわかる



（直接排出）



（間接排出）



発電で増加













以下の6枚のスライドは
2017年度全国抽出調査による

寒冷地では灯油を直接燃やしていることが
わかる



参考

集合住宅はエネルギー効率が高いことがわかる



冷房28℃という呼びかけは、家庭ではあまり守られないが、高い温度の設定が
増えていることがわかる





















■日本の気候変動関連国内法の流れ
• 1990年 「地球温暖化防止対策行動計画」

• 1992年 気候変動に関する国連枠組条約（リオUNCED）

• 1993年 環境基本法

• 1994年 「第一次環境基本計画」

温暖化対策は1990年行動計画をそのまま収録

• 1997年 京都議定書（COP３）

新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（1999、2002、

2009、2012年に改正）

• 1998年 「地球温暖化対策推進大綱」

我が国の京都議定書への署名

地球温暖化対策の推進に関する法律

温室効果ガスを定義、排出量算定方法の法定、基本方針・政府実行計画、

地方公共団体実行計画、温暖化防止活動推進員・活動推進センター、

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）改正

第２種管理指定工場制度、トップランナー方式

・1999年 「地球温暖化対策に関する基本方針」（温対法7条）（のち2002年改正

で京都議定書目標達成計画に吸収）
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• 2000年 「第二次環境基本計画」

戦略的取り組み事項の第一に地球温暖化対策を位置づけ

• 2001年 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に
関する法律（フロン法）

• 2002年 地球温暖化対策の推進に関する法律改正

京都議定書目標達成計画（政府実行計画を含む）法定（平成17年から施行）、地球温暖化

対策推進本部設置、温暖化対策地域協議会法定、森林吸収源対策強化、

我が国の京都議定書の締結

「地球温暖化対策推進大綱」（改定）

省エネ法改正

第１種管理工場拡大、特定建築物省エネ措置義務化

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置

法（ RPS法）（2012年廃止）

2005年 地球温暖化対策の推進に関する法律改正

地球温暖化対策推進本部の所掌事務に、「長期的展望に立った地球温暖化対策の実

施の推進に関する総合調整に関すること」を追加、事業者の排出量算定報告公表制度

の創設

「京都議定書目標達成計画」（平成24年度末失効）
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省エネ法改正

熱・電気一体管理、エネルギー管理士制度改正、運輸事業者・荷主省エネ義務化

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

京都議定書発効

• 2006年 「第三次環境基本計画」

環境・経済・社会の統合的向上を掲げ、国際ルールづくりへの貢献、適応策検討の必

要性を指摘

地球温暖化対策の推進に関する法律改正

京都メカニズムクレジット、割当量口座・管理口座制度

• 2007年 「２１世紀環境立国戦略」

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約

の推進に関する法律

・ 2008年 京都議定書第１約束期間開始

地球温暖化対策の推進に関する法律改正

地方公共団体実行計画区域施策編追加、地方公共団体実行計画協議会、事業者の

排出抑制等指針・日常生活での排出抑制への寄与責務、エネルギー供給事業者の情

報提供努力義務、温暖化防止活動推進センター拡大、森林吸収源の排出量割り当て

登録追加
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省エネ法改正

事業者単位規制体系、住宅建築物対象拡大等規制強化

• 2009年 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及

び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（

供給構造高度化法） 政権交代

• 2010年 カンクン合意（COP16）

• 2011年 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法 東日本震災

ダーバン決定（COP17）

• 2012年 「第四次環境基本計画」

「安全」を基盤としたうえで、「低炭素」「循環」「自然共生」の社会を統合的に実現、

2050年80％削減をめざすべきことを明記

都市の低炭素化の促進に関する法律 政権再交代（12月）

・ 2013年 京都議定書第１約束期間終了

地球温暖化対策の推進に関する法律改正

温暖化定義・温室効果ガスの改定、地球温暖化対策計画

省エネ法改正

建築資材にトップランナー方式、ピーク時対策追加
40



2020年暫定目標登録、ワルシャワ合意（COP19）

• 2014年 「中央環境審議会意見具申」低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的ア
プローチによる社会の構築（案）～環境・生命文明社会の創造～

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フ

ロン法改正）

非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律

農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー

電気の発電の促進に関する法律

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

• 2015年 日本政府の約束草案提出（7月）

「気候変動の影響への適応計画」（11月）パリ協定（COP21）

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
・ 2016年 気候変動長期戦略懇談会提言（2月）

「地球温暖化対策計画」（5月）

地球温暖化対策の推進に関する法律改正（5月）
実行計画共同策定と内容強化、温対計画に啓発普及策の強化、国際協力を位置づけ

• 2017年 「長期低炭素ビジョン」（3月）

・ 2018年 「第五次環境基本計画」（４月）

気候変動適応法、省エネ法改正、 41



「第五次ｴﾈﾙｷﾞｰ基本計画」（７月） 「気候変動適応計画」（１１月）
・ 2019年 フロン法改正、

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（６月）
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国連気候変動枠組条約

気候変動に関する国連枠組条約1992年

• 「気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼす
こととならない水準において、大気中の温室
効果ガスの濃度を安定させること」を目標

• 世界188カ国（EUを含む）が参加、すべての国
が共通しているが差異ある責任を負う

＊枠組条約とは・・・・原則的に合意できる点についてとりあえ
ず条約、詳細は議定書へ



京都議定書1997年（2005年発効）

• CO2など6ガスにつき、先進国（付属書B国）が

数値目標を掲げて、温室効果ガス排出量を
削減

• 基準年1990年（一部のガスは1995年）比で全
体では5.2％削減

• 第一約束期間＝2008年から2012年（日本は第2

約束期間には拘束されないこととした）

• 個別の国の目標 日本・カナダ＝6％、EU＝
8％、ロシア＝0％、（アメリカ＝7％）





◇京都議定書に代わる新たな国際枠組――――ーー

2015年１１月COP21でパリ協定決定

• 先進国・途上国の別なくすべての国が参加

• 各国が、自主的に削減目標を決定、遵守

• 長期目標＝２℃、さらに1.5℃もめざす

• ５年ごとに目標を更新、全体状況も把握

◇2030年の日本の温室効果ガス削減目標

• 2013年比 26％削減（2030年）

（参考）

• 米国 2005年比 26－28％減（2025年）

• EU 1990年比 40％削減（2030年）

• 中国 2030年でピークアウト



温暖化対策計画 2016 年5月13日閣議決定

基本的な考え方

1 環境・経済・社会の統合的向上

2 約束草案に掲げられた対策の着実な実施

3 パリ協定への対応

4 研究開発の強化と優れた低炭素技術の普及
等による世界の温室効果ガス削減への貢献

5 全ての主体の意識の改革、行動の喚起、連携
の強化

6 評価見直しプロセス（PDCAサイクル）の重視

4
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ѩCO2ѹ

• 産業部門 6.5％

• 業務その他部門 39.8％

• 家庭部門 39.3％

• 運輸部門 27.6％

• ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 27.8％



２０１５年4月28日了承された
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回収率 2009年＝30％ 2012年＝34％ 2015年＝38％ 2017年＝38％

目標 2020年＝50％ 2030年＝70％











民間企業の適応ガイドラインによる



欧州委員会


